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終章では、第 1 章～3 章における分析結果・考察の整理を行ったうえで、全体考察、政策
への示唆、本研究の課題＝限界を提示した。分析結果・考察の整理、ならびに、全体考察か
ら得られた本研究の結論は以下のとおりである：①利用世帯における大学等「就学機会」は、
「生活保護制度」によって常に既に「縮減」されており；②なおかつ、制度の「運用」段階
――SW による養育者、子どもへの援助・支援の過程――において、そしてまた、養育者と
子どもの関わりの中において、さらに「縮減」されうるということである。
また、ひるがえって、上記 2 点に「就学機会」を「拡張」する契機（＝政策への示唆）が
あることを指摘した。具体的には：①限定的かつ制約的な「客観的な選択肢」を緩和するこ
と――「生活保護制度」内外の「制度的資源」の拡充、「条件」の緩和など――；②子ども
が「客観的な選択肢」につながる「経路」を制度内外で「複線化」すること（専門支援員の
配置など）を提起した。
最後に、今後、究明するべき残された課題として、より多様な「語り」（父子世帯、男性
の若者、SW の語り）に基づく分析をおこなうこと、ならびに、大学等就学という「選択肢」
以外の選択可能性を分析することの必要性を指摘した。
